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重要度が増す「幸福度」研究 
～生活者の視点に立った新たな行政評価指標の構築に向けて～ 

  
「幸福のパラドックス」に喘ぐ日本は、従来の生産者重視の行政から生活者の

視点に立った行政への転換が求められている。生活者重視社会を実現するため

には、国民が感じる幸福の源泉を解明し、新たな行政評価手法を開発すること

で、生活者が真に求める社会のあり方を探る必要がある。 
 

「幸福のパラドックス」に陥る日本 

日本は世界有数の経済大国であるが、豊かさ

に実感のない国民は多い。内閣府の「国民生活

に関する世論調査」によると、戦後から現在に

かけて 1 人当たり GDP は 5～6 倍になったにも

関わらず、国民の幸福度（「生活満足度」）は 1958
年（昭和 33 年）からほとんど上昇していない。

1981 年以降の近年については、一人当たり実質

GDP が緩やかに上昇する一方で、幸福度は逆に

低下傾向にある（図表 1）。 
 
図表 1 生活満足度と 1 人当たり実質 GDP の推移 

 

出所）内閣府「国民生活白書」（平成20年）をもとにみずほ総合研究所作成
注1）「生活満足度」は「あなたは生活全般に満足していますか。それとも不満ですか。
      （○は一つ）」と尋ね、「満足している」から「不満である」までの５段階の回答に、
      「満足している」＝５から「不満である」＝１までの得点を与え、各項目ごとに
      回答者数で加重した平均得点を求め、満足度を指標化したもの。
注2）回答者は、全国の15歳以上75歳未満の男女（「わからない」、「無回答」を除く）。
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また、世界各国の幸福度を計測している国際

非営利調査機関のWorld Values Survey1によ

ると、日本の幸福度は調査対象国 97 カ国中 43
位と中位に位置している。幸福度の水準として

はフィリピン、台湾、インドネシアと同レベル

となっており、先進国の中では最も低い。 
日本は経済発展の恩恵により、街には魅力的

な建物や店舗が立ち並びモノが溢れている。家

庭には便利な家電製品が普及し、アメニティも

充実している。IT 化の進展により、世界各国の

情報を瞬時に入手することも可能である。一見、

日本人の多くは、不自由のない生活環境を手に

入れているように思われるが、国民の幸福度は

高まっていないようである。一般に、国民の所

得上昇が幸福度に結びついていない現象を「幸

福のパラドックス」と呼ぶが、わが国は、「幸福

のパラドックス」に陥っている可能性が高い。 
 

                                                  
1 同調査では、世界 97 カ国、35 万人から収集したデ

ータを分析し、幸福度の国際比較を行っている。最新

の調査では、1995 年から 2007 年までのデータを分析

し、各国の主観的幸福度を算出している。その結果、

世界で最も主観的幸福度の高い国はデンマークであり、

次いでプエルトリコ、コロンビアの順となっている。

一方、最も主観的幸福度の低い国はジンバブエとなっ

ている。 



生産者重視から生活者重視へ 

こうした中、わが国の政策スタンスも、従来

の生産者重視の行政から生活者の視点に立った

行政への転換が求められている。 
これまでは、経済発展や国際競争力の向上を

優先し、経済成長のエンジンである産業（生産

者）の育成・発展に注力してきた歴史がある。

その結果、目覚しい経済発展を遂げることがで

きたが、その反面、生活者には負担を強いてき

た。生活者の目線に立つと、現在、様々な反省

点が表出しており、わが国の政策スタンスも

徐々に生活者重視に移行しつつある。 
例えば、生活者の多くは労働力の供給者でも

あるが、長時間労働に伴う余暇時間の減少や、

競争意識の高まりに伴うストレスの増大などの

問題が生じている。こうした中、2007 年（平成

19 年）に生活との調和を目指したより良い就労

環境を確保することを目的に、「仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び 「仕

事と生活の調和推進のための行動指針」が政府

及び労使協調のもと策定された 2。現在、ワー

ク・ライフ・バランスの実現に向けて様々な施

策が検討されている。 
他方で、企業の生産・販売効率を優先するあ

まり、市場に出回っている製品・商品の安全性

が損なわれるケースが散見される。記憶に新し

いところでは、食品の偽装表示問題がこれに相

当する。消費者でもある生活者は、その被害を

被っているが、消費者問題については生産者の

所管官庁における利益相反や縦割り行政の弊害

等により、これまでは十分に対処することが困

難であった。こうした問題に対応するために、

消費者行政を一元的に所管する消費者庁が、今

年 9 月に内閣府の外局として設置された3。 

                                                  

                                                 

2 仕事と生活の調和推進官民トップ会議において、政

府及び労使間で調印の上、決定された。 
3 2009 年（平成 21 年）5 月に関連三法（消費者庁及び

消費者委員会設置法、消費者庁及び消費者委員会設置

法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律、消費者

安全法の三法）が成立。同年 9 月に消費者庁発足。 

すなわち、生活者が安全・安心に暮らすこと

のできる社会を目指して、行政が、ようやく始

動したといえよう。 
 

新たな行政評価指標として期待される幸福度 

生活者重視の社会に向けて各方面で様々な施

策が検討されつつあるが、有効な施策を検討す

るためには、その効果を検証する方法も合わせ

て考える必要があろう。効果を測る指標として

は、生活者目線に立ったわかりやすい行政評価

指標が必要である。 
国民や地域住民の幸福度の向上が政策の究極

的な目標であるとすると、幸福度は生活者にと

って直感的に分かりやすく、有効な行政評価指

標になる可能性がある。 
幸福度の活用に関しては、ブータン国の試み

4が広く知られているが、国内においては東京都

の荒川区が、幸福度を行政評価の指標として活

用している。同区では、真の豊かさにつながる

区民の幸福度の向上こそが区政の役割であると

いう基本的な考え方のもと、「荒川区民総幸福度

（GAH（グロス・アラカワ・ハッピネス））」と

いう尺度を区政に取り入れている5。 
施策検討や行政評価に幸福度を活用する場合、

既存の指標ではみられない新しい視点に基づく

解釈や評価が可能になる。 
例えば、図表 2 は、雇用形態別の幸福度を整

理したものである。これは、参議院事務局から

の委託でみずほ総合研究所が実施した「幸福度

 
4 ブータン国は“物質的な豊かさだけでなく、精神的

な豊かさも同時に進歩させて行く”という GNH（国民

総幸福度）の基本的な思想を表明している。1999 年に

ブータン研究センターが設立され、GNH の研究が進め

られている。 
5 荒川区では、2007 年 3 月に「荒川区基本構想」を策

定した。同構想の中で「幸福実感都市あらかわ」をビ

ジョンとして掲げ、物質的な豊かさや経済効率だけで

なく、心の豊かさや人とのつながりを大切にし、区民

が幸福を実感できる街を目指している。 
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に関する意識調査」6をもとに集計したものであ

る。この結果をみると、正社員・職員は、派遣

社員・職員に比べると幸福度が高いが、契約社

員・職員、パート・アルバイトよりは低い。こ

れは単純集計結果に基づくため、性・年齢別な

どの基本的な属性差による影響をコントロール

していない。このため、一概には解釈できない

が、正規社員として雇用が安定している正社

員・職員は、非正規社員である契約社員・職員、

パート・アルバイトに比べて必ずしも幸福度が

高いとは限らないことを示している。こうした

意向や実態は、所得や資産などの経済的な豊か

さや安定性を測る指標では把握できない現象で

ある。幸福度という新しい目線でみると、各個

人の置かれている状況や価値観によって違った

解釈が得られる可能性がある。幸福度指標を用

いた分析アプローチは、現在の労働問題や今後

の雇用政策のあり方を検討する際に新しい見方

を提供してくれるだろう。 
 

図表 2 雇用形態別の幸福度 

　　出所）参議院事務局委託調査「幸福度に関する意識調査」（平成21年3月）
　　　　　　をもとにみずほ総合研究所作成
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また、図表 3 は、居住地域別の幸福度を示し

ている。この結果をみると、首都圏と地方圏よ

りもその他の大都市圏（名古屋圏・大阪圏）の

方が、相対的に幸福度が高くなっている。すな

                                                  
6同調査では、「個人の主観的な幸福度」について、「と

ても幸せ」を 10 点、「とても不幸」を 0 点とし、全国

の 15歳以上の男女を対象にインターネットアンケート

調査（2008 年 12 月実施）より聴取している。 

わち、ある程度都市機能が充実する一方で豊か

な自然環境も一定程度享受しうるバランスの取

れた地域の方が、幸福度が高まりやすいことを

示唆している。これも、経済指標や自然環境指

標などのように現象の一側面しか評価できない

指標では明らかにならない興味深い結果といえ

よう。幸福度指標をもとにした総合的な見地か

ら最適な都市規模や都市機能、地域のあり方な

どを検討することは有意義であろう。 
 

図表 3 居住地域別の幸福度 

　出所）参議院事務局委託調査「幸福度に関する意識調査」（平成21年3月）
をもとにみずほ総合研究所作成

　　注）首都圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の1都3県
　注）その他の大都市圏：名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）
　注）＋大阪圏（大阪府、兵庫県、京都府、奈良県）
　注）地方圏：首都圏、その他の大都市圏以外
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幸福度指標を活用するために 

幸福度を評価指標として活用すれば、この他

にも様々な点が明らかになるかもしれない。し

かし、評価指標として活用する上での課題は多

い。そもそも学問的に幸福度という指標は定義

できるのか、定量データとして客観的な指標と

なりえるのかなど、理論的考え方や統計的方法

論が十分に確立していない。幸福度に関する研

究は、学問的にも調査実務的にも未だ発展途上

にある。 
経済学的には、幸福度や生活満足度は主観的

な経済厚生を意味し、関心の高い学術テーマで

ある。経済学的なアプローチによる幸福度研究

は意外と古く、Easterlin[1974]を嚆矢とする。

多くの研究者により活発に研究され始めたのは、

1990 年代に入ってからであるが、今日では、「幸
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福の経済学」と呼ばれる分野が生まれるなど、

学問的に徐々に発展しつつある。 
日本を対象にした研究は、2000 年代に入って

から活発化しており、例えば、Ohtake and 
Tomioka[2004]、筒井・大竹・池田[2005]、白

石・白石[2006]などがある。 
しかし、既存研究の多くは、雇用と幸福度の

関係や、少子化と幸福度の関係など、部分的な

研究テーマに留まり、総合的な見地から日本の

幸福度の決定要因について分析した研究は少な

い。 
このため、施策の検討や行政評価指標として

活用するためには、日本を対象にした実証研究

をさらに重ねる必要がある。幸福度の決定要因

について十分な研究蓄積が進めば、新しい視点

に基く生活者ニーズが明らかになるかもしれな

い。国民が感じる幸福の源泉を解明し、政策的

にコントロール可能な要因を特定すれば、生活

者が真に求める政策や制度を探ることができる

だろう。 
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みずほ総合研究所が 2008年 12月に実施した

アンケート調査である「幸福度に関する意識調

査」（参議院事務局委託調査）をもとに、日本の

幸福度の現状について簡単に整理する。 
まず、現在の個人の主観的幸福度の国民全体

の平均値は、幸福と不幸の境界線となる 5 点を

上回る 6.04 であった。 
性・年代別に分解した結果を見ると、女性は、

どの年代においても男性より幸福度が高い（参

考図表 1）。年代別には、「60 歳以上（6.58）」
が最も高く、「15 歳～19 歳（5.92）」が最も低

い結果になっている。また、多くの女性が出産・

育児の負担を強いられる 30 代で幸福度が低く

なっている傾向もみられた。一方、男性は、15
歳から 50 歳代にかけて、幸福度が低下し続け、

多くの男性が定年退職する 60 歳以降で増加す

る傾向がみられた。 
また、同調査では、過去 10～20 年前の個人

の主観的幸福度と、将来 10～20 年後の個人の

主観的幸福度についても聴取している。この結

果、過去の主観的幸福度が 6.23 であるのに対し

て、現在が 6.04、将来が 5.76 であった（参考

図表 2）。すなわち、時系列的に減少傾向にあり、

多くの日本人は将来に対してやや悲観的である

ようだ。 
 

 
 

　　出所）参議院事務局委託調査「幸福度に関する意識調査」（平成21年3月）
　　　　　　をもとにみずほ総合研究所作成
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加えて、同調査では日本社会全体の幸福度も

聴取している。「とても幸せ」を 10 点、「とて

も不幸」を 0 点として回答を得ている。この結

果、個人の主観的幸福度の結果と同様に、「過去」

から「将来」にかけて幸福度が減少している（参

考図表 2）。特に、過去から現在への落ち込みが

激しい。これは、現在の日本社会の閉塞感が、

「古き良き時代」の日本の記憶を鮮明にしてい

るのかもしれない。また、「現在（4.48）」と「将

来（4.25）」においては、平均点が幸福と不幸の

境界線である 5 点を下回る結果になっている。

個人の主観的幸福度は、現在も将来も 5 点を大

幅に上回っていたことを考えると、社会全体の

幸福度の評価はより悲観的である。すなわち、

日本人の多くは、個人的には幸福感を抱いてい

るが、日本社会全体に対する見方としては幸福

な社会に感じられないようだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

【参考】日本の幸福度の現状 

参考図表 2 個人の主観的幸福度と日本社会の幸福度 参考図表 1 性・年代別の現在の主観的幸福度 

　出所）参議院事務局委託調査「幸福度に関する意識調査」（平成21年3月）
　　　　　をもとにみずほ総合研究所作成
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